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2020年 月 日

殿

医療・ 福祉の充実を求める要請書

【 要請趣旨】

日頃、 住民福祉の向上と地方自治の確立のためにご尽力いただき、 心からの敬意と感謝を申し上

げます。

新型コロナウイルスの感染拡大は、 世界中の経済が同時にスト ッ プするなど、 グローバル経済

が生み出し た諸矛盾を浮き彫り にし 、 また公共への支出を縮小してきた新自由主義的改革は、 医

療崩壊による悲劇の拡大に加えて、 経済崩壊は貧困層を一層悲惨な状況に追いやっています。 日

本でも、 国民生活、 医療・ 介護の危機を招き、 社会保障・ 公衆衛生の脆弱さを明らかになり 、 改

善は喫緊の課題となっています。

いま世界的に社会・ 政治の在り 方が問い直されており 、 日本もその例外ではあり ません。 コロ

ナ危機を乗り 越えた後の日本の展望は、 社会保障を拡充し 「 格差と 貧困」 を克服する社会に向か

う ことが望まれます。

安倍政権のもとで社会保障予算は2013年度以降の7年間で4.3兆円もの削減を強いられてきまし

たが、 2020年以降もさらなる負担増や給付削減の計画が進められよう としています。 医療では「 7

5歳以上の窓口負担の原則2割化」 や「 かかり つけ医以外への受診時定額負担の導入」 などの患者

負担増、 介護では「 要介護1～5の生活援助サービスの保険外し 」「 ケアプラン作成の有料化」 な

どは、 今年度は国民の反対によって強行できませんでしたが、 2021年度以降進められよう と して

います。

コロナ禍を教訓にするならば、 これまでの社会保障制度の縮小・ 予算削減ではなく 、 いのちと

健康を優先して守る政策への転換こそが求められます。

私たち宮城県社会保障推進協議会は、住民の生活を守り 、医療・ 福祉等を充実させる立場から、

例年のとおり 各市町村に積極的な取り 組みを要請すると と もに、 貴職が現在取り 組んでおられる

課題やその状況などについて、 お教え頂きたいと存じます。

公務多端の折とは存じますが、 何卒ご高配の程、 よろし く お願い申し上げます。
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医療と福祉の充実を求める要請項目

【 国に対して要請し ていただきたい13項目】

○PCR検査を全額国負担で行ってく ださい。

○三密が避けられないエッ センシャルワーカーである医療・ 介護・ 福祉・ 保育従事者と

利用者について医師が必要と認めためた場合はPCR検査を全額無料とし てく ださい。

○エッ センシャルワーカーで特に給与格差が深刻な介護・ 福祉・ 保育従事者の賃金引き

上げ、 全産業平均と の月額約10万円の格差をなく し てく ださい。

○新型コロナウイルス感染症にかかわる医療・ 介護・ 福祉・ 保育等への支援を強化し て

く ださい。

○75歳以上の医療費患者負担2割引き上げをはじ め、 これ以上の患者窓口負担増の計画を

中止してく ださい。

○国民健康保険の国庫負担を抜本的に引き上げ、 払える保険料（ 税） にするために、 十

分な保険者支援を行ってく ださ い。 病気や出産のときに安心して休めるよう 傷病手当、

出産手当を創設してく ださい。

○マクロ経済スライド を廃止し てく ださ い。 また、 年金支給開始年齢を先延ばし し ない

でく ださ い。 全額国庫負担による最低保障年金制度を早急に実現してく ださ い。

○介護保険制度「 要介護1～5の生活援助サービスの保険外し 」「 ケアプラン作成の有料化」

しないでく ださい。

○介護保険への国庫負担を増やし て、 負担の軽減と 給付の改善をすすめてく ださ い。 さ

らなる軽度者外し はやめてく ださ い。 介護・ 福祉労働者の安定雇用のために処遇を改

善し てく ださ い。

○これ以上の生活保護基準引き下げは止めてく ださい。

○福祉事務所が公務員職員で行っている生活保護ケースワーク業務の外部委託化は受給

者へのきめ細かな支援を奪う ものです。 職員の非情勤化や外部委託をやめてく ださい。

○18歳年度末までの医療費無料制度を創設してく ださい。

○保険薬局も無料低額診療事業の対象と し てく ださい。
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【 宮城県に対して要請していただきたい10項目】

○新型コロナウイルス感染症患者を受け入れたすべての医療機関に、 通常収益の減少分、

およびPCR検査の実施、 発熱外来の開設、 医師・ 看護師等の確保、 危険手当等を支援し

てく ださ い。

○すべての医療機関に、 新型コロナウイルス感染症に伴って受診抑制などで生じ た通常

収益の減少分、 および感染対策への費用の増加分に対して支援を強めてく ださい。

○すべての介護事業所や社会福祉施設が、 事業を継続し 雇用を確保するために減収分を

補填してく ださい。 また、 感染予防等に係る費用の増大分を支援してく ださ い。

○診療報酬・ 介護報酬を見直し 、 医療・ 介護従事者が安心し て働けるよう 国に働きかけ

てく ださ い。

○コロナ禍でも休むこと 無く 機能し なければならないエッ センシャルワーカーで、 なお

かつ三密が避けられないすべての介護事業所・ 社会福祉施設・ 保育所の従業員及び利

用者について医師の指示があればPCR検査を全額公費負担で必要な回数受けられるよう

にし てく ださ い。

○現在の地域医療構想を見直し 、 感染症病床の増床を含む必要な病床を確保し 、 地域医

療を守ること ができる計画と し てく ださ い。

○東日本大震災や新型コロナウィ ルス感染症拡大の教訓から、 保健所の統廃合を中止し 、

体制強化及び拡充をしてく ださ い。

○乳幼児医療費助成制度対象年齢を県内自治体並みに引き上げてく ださい。

○生活困難な方が経済的理由によって必要な医療を受ける機会が制限さ れないよう 、 無

料低額診療事業に関する周知を強めてく ださ い。

○無料低額診療事業の対象外である保険薬局で、 経済的理由を考慮し て窓口負担の減免

を行う 場合、 減免額相当を助成する独自の制度をつく ってく ださ い。
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【 貴自治体に対する要請項目】

【 地域医療について】

○新型コロナウィ ルス感染症拡大の教訓を活かし 、 医療破綻と なるベッ ド 削減せず、

計画を検討しなおしてく ださい。

○高齢者や地域住民が、 住み慣れた地域で自立し た生活を送るための必要不可欠な医

療の提供体制を維持し てく ださ い。

○希望するすべての人がインフルエンザ予防接種をう けられるよう に自治体で接種費

用を助成し てく ださい。

【 国民健康保険について】

○被保険者所得に占める保険税割合を大幅に引き下げ、 払える国保税にし てく ださい。

○新型コロナウイルス感染症の影響により 、 収入が減少し た世帯への保険税減免制度

及び傷病手当を恒常的な制度と してく ださ い。

○新型コロナウイルス感染症に感染し た被用者等に対する傷病手当金の対象に事業主

を加えてく ださ い。 また、 新型コロナウイルス感染症以外の傷病についても、 傷病手

当金の対象とし てく ださい。

○国保加入世帯の18歳までの子どもについて、 子育て支援の観点から均等割の対象と

しないでく ださ い。

○資格証明書及び短期証明書の発行は止めてく ださ い。 保険税を継続し て分納し てい

る世帯には正規の保険証を交付してく ださ い。

○保険税を払えきれない加入者の生活実態把握に努め、 むやみに短期保険証の発行や

差押えなどの制裁行政は行わないでく ださ い。 滞納者への差押えについては法令を遵

守し 、 滞納処分によって生活困窮に陥ることがないよう にしてく ださ い。 また、 給与

などの差押禁止額以上は差押えないでく ださい。

○被保険者死亡による「 葬祭費」 について、 葬儀を行えない家族にも支給し てく ださ

い。

○国保法44条に基づく 窓口一部負担免除措置、 77条に基づく 保険税の減免に関し て住

民への周知を強め、 利用し やすい制度とし て運用してく ださ い。
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【 介護保障について】

○新型コロナウイルス感染症の影響により 、 収入が減少し た世帯の保険料減免制度を、

傷病を限定しない恒常的な制度とし てく ださい。

○職員、 利用者等やその関係者に体調不良者・ 濃厚接触者が出た場合、 速やかにPCR検

査を複数回・ 何度でも受検できるよう にし てく ださい。

また、 衛生用品等、 感染予防にかかる物資確保が困難な事業所の実態把握を丁寧に

行い、 行政の責任で早急に供給してく ださ い。

○入所施設の新型コ ロナウイルス感染者が入院できる手立てと 軽症者向け集団隔離施

設（ コホート 施設） の確保及び法人の枠を超えた介護職の応援体制の構築には十分な

支援を保障してく ださ い。

○新型コロナウイルス感染症に対応し たメ ンタ ルヘルス対策の相談窓口を拡充し 、 幅

広く 周知し てく ださい。

○介護職場の人員不足解消や良質な介護サービスの提供を保障するため為、 介護人材

を抜本的に増やすこと と と もに独自の施策を講じ てく ださい。

【 生活保護について】

○新型コロナ禍においての生活保護受給手続きについて、 申請書を誰もが見えると こ

ろに置き手続きしやすく し 、 申請は、 速やかに受理し 基本的な生活を確保してく ださ

い。

○ケースワーカーなど専門職を含む正規職員を増やし てく ださ い。 また担当者の研修

を充実し てく ださい。

【 障害福祉について】

○移動支援（ 地域生活支援事業） を、 通園・ 通学・ 通所・ 通勤に利用できるよう にす

ると と もに、 入所施設の入所者も支給対象にしてく ださい。

○居宅介護（ ホームヘルプ） 利用者の入院時および入院中のヘルパー利用を支援区分

にかかわらず認めてく ださ い。

○40歳以上の特定疾患･65歳以上障害者について、 一律に「 介護保険利用を優先」 と す

ることなく 、本人意向にもとづき障害福祉サービスが利用できるよう にしてく ださい。
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○「 重度心身障害者医療費助成制度」 を、 現在の償還払い制度ではなく 、 窓口での自

己負担を必要と しない現物給付制度に変更してく ださ い。

また、 重度心身障害者医療費助成について、 所得超過額が超過し ても段階的な助成

ができるよう な制度を検討してく ださ い。

○PCR検査コロナ禍で1.重症化リ スクが高く 2.介護者と の濃厚接触が避けられないこと

から、 要望があれば直ちにPCR検査を受けられる体制を確立し てく ださ い。

【 保育について】

○コロナ禍で特に三密対策が必要な保育現場に基準ぎり ぎり の「 詰め込み」 はやめて

く ださい。 配置と面積にかかる基準を自治体独自に上乗せ・ 拡充し 、 加配保育士を増

やしてく ださい。

○三密が避けられない職場であるにもかかわらずエッ センシャルワーカーであるこ と

から休園出来ない職場にあることから、 全職員に対し て医師の指示があればPCR検査

を全額公費負担で必要な回数受けられるよう にし てく ださい。

○認可保育所の整備・ 増設を行ってく ださ い。 認可外保育施設等については、 認可保

育所と同等の基準を満たすこと ができるよう 支援してく ださ い。

○保育士資格の有資格者を確保するための具体的な施策を実施し てく ださ い。

【 子育て支援について】

○子ども医療費を18歳年度末迄拡充し 、 所得制限を撤廃してく ださ い。

○ひと り 親世帯等に対する貧困対策援計画(子ども子育て支援総合計画によるものを含

む)を策定し てく ださ い。 また自立支援計画を策定し 、 自立支援（ 教育・ 高等教育職

業訓練） 給付金事業、 日常生活支援事業等を実施・ 拡充してく ださい。

○教育・ 学習支援への取り 組みを行う と と もに、 NPOやボランティ アなどによる児童

・ 生徒の「 居場所づく り 」 や「 無料塾」、「 こども食堂」 のと り く みを支援してく ださ

い。

○子ども子育て支援の産前・ 産後の家事や育児支援の利用期間は、 妊娠中から出産後1

年までの期間と し 、 対象者は、 母親だけでなく 家族が誰でも利用できるよう にしてく

ださい。
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○小中学校の給食費を無償にし てく ださ い。 事情により 支払いができない場合、 当面

「 減額」 や「 多子世帯に対する支援」 などを行ってく ださい。

○三密を避け、 なおかつ教師と 子どもが交換し 合う 対面授業の実施は必須であり 、 そ

のためにも小中学校の20人学級への移行を実現して下さ い。

○就学前教育・ 保育施設等の給食費を無償にし てく ださ い。 少なく と も 、 国による免

除対象範囲を上回る減免・ 補助制度を実施・ 拡充してく ださ い。

【 無料低額診療について】

○生活困難な方が経済的理由によって必要な医療を受ける機会が制限さ れないよう 、

無料低額診療事業に関する周知を強めてく ださい。

○無料低額診療事業の対象外である保険薬局で、 経済的理由を考慮し て窓口負担の減

免を行う 場合、 減免額相当を助成する独自の制度をつく ってく ださい。

【 高齢者福祉について】

○中等度難聴児発達支援事業や補装具費支給制度の対象と ならない高齢期難聴者や若

年性難聴者など、 中途難聴者に適用できる、 補聴器購入費助成の制度をつく ってく だ

さい。
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自治体訪問当日の懇談する二つの項目

1． 地域医療について
9/26厚労省地域医療構想WGで示さ れた統合･再編を求める424公立･公的病院名公表（ 宮

城県19病院） に対する大きな批判を受る中で、 昨年の自治体訪問をし 、 関係者と の懇談

をさ せていただきまし た。 その後、 厚労省の地域医療構想実現に向け、 県内２ つの医療

圏が選定されています。

コロナ禍での医療で全国的に大きな役割を果たし てきた地域の公立･公的病院の存在価

値と 地域実態に即し た政策が本来求められなければならないこと を踏まえ、 安心・ 安全

な地域医療を考える上での自治体のご意見をお聞かせく ださい。

【 地域医療について】

○新型コロナウィ ルス感染症拡大の教訓を活かし 、医療破綻となるベッ ド 削減せず、

計画を検討しなおしてく ださ い。

○高齢者や地域住民が、 住み慣れた地域で自立し た生活を送るための必要不可欠な

医療の提供体制を維持してく ださ い。

○希望するすべての人がインフルエンザ予防接種をう けられるよう に自治体で接種

費用を助成してく ださ い。

2． 国民健康保険について
2018年から 、 国民健康保険（ 国保） の都道府県単位化がスタ ート し て三年目にあたり

ます。現在、国保単位化後初めての方針改定作業が進められる中で、要望し ています「 払

える国保税」 と あわせて次期県国保運営方針についての懇談をお願いいたし ます。

懇談に際し ては、 2019年度国保事業年報及び、 2020年度保険税本算定時の資料内容を
もと にお話をお聞きし たいと 考えており ますのでご対応よろし く お願いいたし ます。
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宮城県二次医療圏

【 重点支援区域について】

重点支援区域の設定を通じて国による助言や集中的な支援を行う

○宮城県（仙南区域、石巻・登米・気仙沼区域）

【 技術的支援】・ 地域の医療提供体制や、 再編統合を検討する医療機関に関するデータ分析

・ 関係者との意見調整の場の開催 等

【 財政的支援】・ 地域医療介護総合確保基金の令和２ 年度配分における優先配分

・ 新たな病床ダウンサイジング支援を一層手厚く 実施

9
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公立公的病院等統合･再編／宮城県で名指し された19病院
（ 2019年9月厚労省公表）

【 再編要請の対象病院（ 宮城県）】 ＊カッ コ設置主体

仙台医療圏4． 県南医療圏2． 大崎栗原医療圏8． 気仙沼登米石巻医療圏5

●地域医療機能推進機構仙台南病院（ 独立行政法人医療機能推進機構）

仙台市太白区中田町字前沖143番地

●国立病院機構仙台西多賀病院（ 独立行政法人国立病院機構）

仙台市太白区鈎取本町2丁目11番11号

●国立病院機構宮城病院（ 独立行政法人国立病院機構）

亘理郡山元町高瀬字合戦原100

●塩竈市立病院（ 市町村）

塩竈市香津町7番1号

●蔵王町国保蔵王病院（ 市町村）

刈田郡蔵王町大字円田字和田130

●丸森町国保丸森病院（ 市町村）

伊具郡丸森町鳥屋２ ７

△宮城県立循環器・ 呼吸器病センター（ 栗原市瀬峰根岸55-2）

●栗原市立若柳病院（ 市町村）

栗原市若柳字川北原畑23番地4

●栗原市立栗駒病院（ 市町村）

栗原市栗駒岩ケ崎松木田10番地1

●大崎市民病院岩出山分院（ 市町村）

大崎市岩出山字下川原町84番地29

●大崎市民病院鳴子温泉分院（ 市町村）

大崎市鳴子温泉字末沢1

●公立加美病院（ 市町村）

加美郡色麻町四竃字杉成9番地

●美里町立南郷病院（ 市町村）

遠田郡美里町木間塚原田5

●涌谷町国保病院（ 市町村）

遠田郡涌谷町涌谷字中江南278番地

●石巻市立病院（ 市町村）

石巻市穀町15番1号

●石巻市立牡鹿病院（ 市町村）

石巻市鮎川浜清崎山7番地

●登米市立米谷病院（ 市町村）

登米市東和町米谷字元町200

●登米市立豊里病院（ 市町村）

登米市豊里町土手下７ ４ 番地１

●南三陸病院（ 市町村）

本吉郡南三陸町志津川字沼田14-3

10
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宮城県地域医療構想

2 0 2 5 年までに宮城県全体の病床を

1 ,2 7 5 床削減

➔（ 2 0 ,0 5 6 床 1 8 ,7 8 1 床）

う ち、 高度急性期・ 急性期病床は4 ,1 3 5 床削減

11
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震災1 0 年で宮城の分娩施設3 割減少

産科医不足、 地域格差も 2 0 2 0 年1 0 月0 6 日火曜日 河北新報

東日本大震災後の1 0 年間で宮城県内でお産を扱う 病院などが3 割減り 、 特に仙台医療圏以外は

半減し たこと が分かった。 沿岸部では複数の分娩（ ぶんべん） 施設が津波被災により 閉院し た。

一方で産科医不足は地域を問わず、 分娩施設の減少に歯止めがかからない。（ 報道部・ 菊池春子）

県によると 、 震災前から 1 0 月までの分娩施設

数の推移はグラフの通り 。 県内4 医療圏のう ち、

仙台市を含む1 4 市町村がエリ アの仙台医療圏は

2 9 から約1 割減の2 5 。 一方、 仙台圏以外の内

陸や沿岸部は2 2 から 1 1 に半減し た。 石巻市で

は2 施設が津波被害の影響で閉院し 3 カ所となっ

たほか、 気仙沼市では1 施設が分娩を休止し 、 お

産を扱う のは市立病院のみとなった。

産科医不足も深刻だ。 白石市など9 市町がエリ

アの仙南医療圏では2 0 1 6 年の公立刈田総合病

院（ 白石市） に続き、 みやぎ県南中核病院（ 大

河原町） が今月、 分娩を休止し た。 1 0 年に8 カ

所あった仙南の分娩施設は、 柴田町の2 カ所のみ

となった。

震災による周産期医療への影響を調査し た東

北大東北メ ディ カル・ メ ガバンク機構の菅原準一

教授（ 周産期医学） は「 少子化などで全国的に

分娩施設は減少傾向にあるが、 宮城は震災で加

速した」 と指摘する。

助産師の確保や育成などの課題もあり 、 菅原教授は「 中途半端な体制では安全なお産を守れな

い。 人材が限られ、 一定の集約化は避けられない状況だ」 と話す。

仙台医療圏へのお産の集約化傾向が強まる中、 地域の住民や医療現場への影響は少なく ない。

石巻赤十字病院（ 石巻市） は、 市内の医院の被災や、 登米市唯一の施設が1 9 年3 月末で分娩

を休止した影響を受け、 1 0 年に6 6 4 件だった出産数が1 9 年は7 3 0 件へと約1 割増えた。

吉田祐司産婦人科部長は「 多く の患者が集中するよう になり 、 病院の設備が追い付かない。 ス

タ ッ フが変化に対応するのが難しい部分はある」 と話す。

身近な分娩施設の休止により 、 自宅から1 時間近く かけて通院するケースが相次ぎ、 特に冬場、

出産間近の妊婦の不安は大きい。 早めに入院し 、 計画分娩を行う ケースもあるという 。

吉田部長は「 産科や小児科は身近さが求められ、 集約化だけで解決できない面がある」 と指摘

し 、 仙台圏だけに医療資源を集中させない取り 組みの必要性を強調する。

県は、 震災後の1 6 年に仙台市に新設された東北医科薬科大医学部に通う 県の奨学生が産科・

小児科医になる場合、 地域の病院勤務の義務年数を1 0 年から 8 年に短縮し 、 希望者を増やし た

い考えだ。

県医療政策課は「 住民の負担軽減は課題だが、 医師確保は容易ではない。 さ まざまな対策で医

療体制の整備を図りたい」 と説明する。

13



- 16 -

「 安心して産みたいのに」 長距離移動、 妊婦に負担
2 0 2 0 年1 0 月0 6 日火曜日 河北新報

東日本大震災後の1 0 年間で3 割減った宮城県

内の分娩（ ぶんべん） 施設。 安全なお産のため

に一定の集約化が避けられないとの指摘がある

一方、 長距離の移動を強いられる妊産婦の負担

は少なく ない。「 安心して産みたい」。 悲痛な声

が各地で上がっている。

「 妊婦健診に行く だけで半日以上かかる。 仕

事との両立も大変」。 出産予定日を1 2 月に控え

る丸森町の自営業八巻真由さん（ 2 7 ）がこぼす。

隣接する角田市の医院が4 月に分娩を休止し 、 片道4 0 分かけて岩沼市の病院に通う 。 分娩施設

が減少し た影響もあり 、 病院はいつも混み合う 。 待ち時間を含め3 時間以上かかること もある。

陣痛が始まった場合は夫の運転で病院に向かう 予定だが、 夫が常に対応できると は限らない。

時間帯によってはタクシーの利用も難しい。「 少子化が叫ばれながら、 安心して産める環境が十分

ではない」 と訴える。

市内唯一の分娩施設がなく なった登米市の主婦太田麻璃さ ん（ 3 0 ） は9 月、 片道4 0 分の石巻

赤十字病院（ 石巻市） で第4 子を出産した。

建設業の夫は市外の現場での仕事が多いが、 陣痛が始まった時、 たまたま家にいたために送っ

てもらえたという 。 それでも「 もし移動中に産まれたら、 という 不安はあった」 と振り 返る。

白石市の農業大石知子さ ん（ 3 3 ） は、 2 0 1 6 年に公立刈田総合病院（ 白石市） が分娩を休止

したため、 1 8 年1 0 月に県境を越え、 伊達市の産院で第3 子を出産した。

産前だけでなく 、 産後し ばらく は自身の体調や育児の不安が大きい。「 上の子もいる中、 お産

した病院にすぐに駆け込めないのは不安だった」 と打ち明ける。

大石さ んは「 将来、 娘2 人が里帰り 出産ができないと思う とやるせない。 分娩施設が地元にな

いことが、 若い人たちの地元への定着に影響を与えかねない」 と懸念する。
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1． 国民健康保険について

〔 国保加入者の主な特徴〕
・ 加入者が減少傾向（ 7 5 歳から後期高齢者医療に移行等）

・ 加入者の多く が低所得者（ 加入者の約8 割が無職（ 高齢者等）・ ワーキングプア）

・ 医療費の増加傾向（ 医療を必要とする高齢者が多い等）

〈 おさ らい①「 国保県単位化」 について〉

●2 0 1 8 年から 、 これまでの国保運営が市町村から都道府県が加わり 、 都道府県が財政

運営の責任を担う ことになり まし た。 都道府県では三年ごと に「 国保運営方針」 をつく

り 国保運営について管理・ 指導を行っています。

被保険者証の保険者名は「 宮城県」 になり まし た。
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●都道府県が国保財政を握ったこ と で、 市町村は都道府県が各自治体の医療費水準と 所

得水準に応じ て決定し た｢国保事業費納付金(以後、「 納付金」 )｣を都道府県に

1 0 0 ％納める義務を負います。

いまでさえ国保料（ 税） 納入率1 0 0 ％の県内市町村はあり ません。「 納付金」 1 0 0

％義務づけられた市町村は、 短期保険証・ 資格証明書発行や差し 押さえ・ 競売など、 徴

収強化がさらに強められること が懸念されます。

●「 納付金」 を下げるために

●保険料（ 税） 水準統一問題

16
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「 国民健康保険／要請項目」 懇談で聞く こと

■被保険者所得に占める保険税割合を大幅に引き下げ、 払える国保税にし てく ださ い。

Q． 2019年度国保事業決算について

・ 剰余金額はいく らになり まし たか？ その使途（ 次年度繰越金・ 基金積立額）

・ 基金総額はいく らになり まし たか？

・ 法定軽減（ 7･5･2割） 世帯割合は何パーセント になり まし たか？

Q． 2020年度国保本算定について

・ 2020年度の予定収納率をお知らせく ださ い。

●新型コロナウイルス感染症の影響により 、 収入が減少し た世帯への保険税減免制度及

び傷病手当を恒常的な制度とし てく ださ い。

●新型コロナウイルス感染症に感染し た被用者等に対する傷病手当金の対象に事業主を

加えてく ださ い。 また、 新型コロナウイルス感染症以外の傷病についても、 傷病手当

金の対象とし てく ださい。

●国保加入世帯の18歳までの子どもについて、 子育て支援の観点から均等割の対象と し

ないでく ださ い。

Q． 子どもの数に着目し た国の特別調整交付金の交付額はいく らになり ますか？

●資格証明書及び短期証明書の発行は止めてく ださ い。 保険税を継続し て分納し ている

世帯には正規の保険証を交付し てく ださ い。

Q． 県が示し た交付に関する指針を受けてどう 対応されますか？
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●保険税を払えきれない加入者の生活実態把握に努め、 むやみに短期保険証の発行や差

押えなどの制裁行政は行わないでく ださ い。 滞納者への差押えについては法令を遵守

し 、 滞納処分によって生活困窮に陥るこ と がないよう にし てく ださ い。 また、 給与な

どの差押禁止額以上は差押えないでく ださい。

Q． 昨年度の国保未納者に対する差押え件数は？

●被保険者死亡による「 葬祭費」 について、 葬儀を行えない家族にも支給し てく ださい。

Q． 国保の「 葬祭費」 は葬祭を行わないと出ませんか？

Q． 県後期高齢者医療広域連合では、 今年4月から 「 火葬のみ」 でも葬儀代が支払われ

るよう になり ました。 どう 対応しますか？

〈 葬祭費〉 県後期高齢者医療広域連合HPより

被保険者が亡く なった場合、 葬祭を行った方（ 喪主） に5万円を支給します。

なお、 葬祭を行っていない場合は、 火葬を執り 行った方へ5万円を支給し ます。

●国保法44条に基づく 窓口一部負担免除措置、 77条に基づく 保険税の減免に関し て住民

への周知を強め、 利用し やすい制度とし て運用してく ださ い。

～その他～
Q． 次期県国保運営方針について

・ 連携会議における3部会の何の部会に入っていますか？

・ 今回の次期国保運営方針（ 案） についての意見は？

・ 保険料（ 税） 水準統一についての考えは？
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払える国保税に

国保『 納付金』 の三年間の推移（ 201 8年～2020年）

（ 単位： 円）

2018年度 2019年度 2020年度
仙台市 25,462,527,418 25,335,125,583（▲0.50%） 24,097,102,155（▲4.89%）
石巻市 4,500,739,407 4,280,230,459（▲4.90%） 3,925,625,477（▲8.28%）
塩竃市 1,535,048,247 1,431,714,507（▲6.73%） 1,318,033,207（▲7.94%）
気仙沼市 2,060,827,571 2,045,441,057（▲0.75%） 1,830,027,494（▲10.53%）
白石市 880,120,864 850,008,362（▲3.42%） 828,125,935（▲2.57%）
名取市 1,942,502,773 1,938,533,436（▲0.20%） 1,792,503,075（▲7.53%）
角田市 839,629,496 822,383,981（▲2.05%） 775,743,988（▲5.67%）
多賀城市 1,540,312,728 1,486,218,627（▲3.51%） 1,377,966,393（▲7.28%）
岩沼市 1,114,139,443 1,099,653,258（▲1.30%） 996,987,136（▲9.34%）
登米市 2,564,193,118 2,479,283,725（▲3.31%） 2,337,051,419（▲5.74%）
栗原市 2,033,549,229 2,034,241,318（＋0.03%） 1,947,155,041（▲4.28%）
東松島市 1,101,026,116 1,025,232,398（▲6.88%） 1,088,230,596（＋6.14%）
大崎市 3,602,026,933 3,553,989,789（▲1.33%） 3,420,854,397（▲3.75%）
蔵王町 337,949,354 344,007,117（＋1.79%） 315,890,596（▲8.17%）
七ヶ宿町 40,058,412 40,426,223（＋0.92%） 39,305,585（▲2.77%）
大河原町 604,849,793 585,748,634（▲3.16%） 538,078,152（▲8.14%）
村田町 316,586,608 321,473,949（＋1.54%） 295,290,223（▲8.14%）
柴田町 955,740,935 953,999,717（▲0.18%） 888,909,352（▲6.82%）
川崎町 289,538,915 279,016,898（▲3.63%） 262,501,797（▲5.92%）
丸森町 398,483,292 392,837,205（▲1.42%） 386,896,672（▲1.51%）
亘理町 1,020,215,021 1,008,703,725（▲1.13%） 958,015,492（▲5.03%）
山元町 453,020,242 426,556,969（▲5.84%） 400,065,701（▲6.21%）
松島町 418,242,938 407,185,079（▲2.64%） 372,839,477（▲8.43%）
七ヶ浜町 510,122,389 506,185,402（▲0.77%） 525,969,411（＋3.91%）
利府町 691,611,915 686,787,019（▲0.70%） 726,360,964（＋5.76%）
大和町 603,234,413 584,741,762（▲3.07%） 583,172,946（▲0.27%）
大郷町 228,612,910 226,797,861（▲0.79%） 229,748,990（＋1.30%）
富谷市 1,017,721,495 1,015,143,776（▲0.25%） 1,002,987,332（▲1.20%）
大衡村 124,680,266 116,334,459（▲6.69%） 122,086,977（＋4.94%）
色麻町 229,669,743 225,116,513（▲1.98%） 219,808,961（▲2.36%）
加美町 719,760,186 690,140,976（▲4.12%） 705,440,881（＋2.22%）
涌谷町 474,521,369 485,869,943（＋2.39%） 460,501,441（▲5.22%）
美里町 753,026,413 689,419,771（▲8.45%） 691,423,584（＋0.29%）
女川町 249,477,322 241,187,461（▲3.32%） 238,023,752（▲1.31%）
南三陸町 555,363,036 570,593,841（＋2.74%） 536,171,273（▲6.03%）

県全体 60,169,130,313 59,180,330,800（▲1.64%） 56,234,895,872（▲4.98%）
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2 02 0年度 保険料（ 税） 料率は

医療分 後期支援金分 介護分
所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割

2018−2019 （％） （円） （円） （％） （円） （円） （％） （円） （円）
▲仙台市▼ 7.27% 23,140 23,780 2.76% 8,690 8,930 2.41% 8,570 6,530
石巻市 7.00% 23,500 25,700 2.40% 5,300 5,500 2.00% 8,400 6,000
塩竃市 6.40% 23,100 18,300 2.60% 9,000 7,500 2.00% 9,000 5,400
気仙沼市 6.50% 24,000 17,000 2.20% 7,000 6,200 2.20% 8,000 4,800
白石市 6.80% 22,800 22,000 2.10% 7,200 5,400 1.80% 8,400 4,200
▼名取市 7.25% 25,000 24,000 2.00% 8,200 7,000 2.50% 10,500 7,000
角田市 6.30% 20,000 15,000 2.40% 8,000 5,000 1.90% 7,500 4,000
多賀城市 7.00% 26,880 23,520 2.00% 7,680 7,680 1.40% 8,640 5,400
岩沼市 6.31% 25,100 17,600 2.44% 9,700 6,800 1.94% 9,900 5,000

▼登米市▼ 6.20% 22,000 15,000 2.20% 7,000 5,000 2.00% 8,000 6,200
栗原市 6.25% 21,600 15,000 2.15% 7,000 5,800 2.20% 8,600 5,100
東松島市 4.80% 25,800 20,000 2.00% 10,000 8,000 2.00% 12,800 7,000
大崎市 5.95% 20,800 16,000 2.48% 8,500 6,500 2.42% 10,200 5,200
蔵王町▼ 6.00% 20,300 14,600 2.00% 6,600 4,600 1.30% 5,900 3,100
七ヶ宿町 6.80% 26,000 18,000 0.57% 2,000 2,000 1.55% 6,700 3,400
大河原町 6.80% 22,500 26,000 2.00% 7,000 6,500 1.70% 8,500 6,000
村田町 6.38% 22,000 16,000 2.37% 8,000 5,000 2.53% 13,000 6,000
柴田町 6.85% 23,500 25,900 1.75% 6,000 6,600 1.85% 8,000 4,500
川崎町 7.70% 29,500 12,500 3.00% 12,000 5,000 1.40% 7,000 3,000
丸森町 5.20% 19,800 16,400 4.13% 11,300 9,400 1.64% 9,100 5,200
亘理町 6.54% 26,180 17,760 2.38% 9,560 6,480 2.27% 11,820 5,470
山元町▲ 5.40% 25,100 19,700 1.90% 9,000 7,100 1.80% 10,900 6,000
松島町 6.60% 22,700 18,000 2.40% 8,400 6,400 2.40% 9,600 5,000
七ヶ浜町 5.40% 24,200 19,200 2.00% 8,900 7,100 1.85% 11,000 6,000
▼利府町 5.80% 22,300 18,000 2.30% 8,700 7,500 2.00% 9,000 5,500
大和町▼ 6.30% 24,400 17,900 2.70% 10,700 7,800 2.30% 11,100 5,900
大郷町▼ 6.20% 23,000 17,000 2.20% 8,500 6,000 2.00% 9,300 4,700
富谷市 5.50% 22,700 21,200 1.65% 7,300 10,100 1.75% 9,500 9,500
大衡村 5.90% 24,000 18,000 2.00% 8,400 6,000 1.90% 11,000 5,000
色麻町▼ 6.60% 12,600 18,000 2.50% 3,600 7,200 2.10% 4,200 6,000
加美町 7.60% 22,800 30,000 1.90% 6,000 8,400 1.50% 7,200 6,000
涌谷町▼ 7.00% 10,000 23,000 4.00% 7,000 9,000 2.80% 8,000 7,000
美里町▼ 7.00% 10,000 20,000 2.60% 7,000 9,000 2.20% 7,000 6,000
▼女川町 5.20% 19,100 22,800 2.60% 8,600 10,200 2.00% 10,800 8,800
南三陸町▼ 6.50% 26,000 18,000 2.50% 10,000 7,000 2.30% 11,000 5,000
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〈 おさ らい：「 国保税」 について〉
＊県単位化「 国保運営方針」 によって、 宮城県では「 資産割」 はなく なり まし た。

○国民健康保険税の計算

「 所得割」 「 均等割」 「 平等割」

前年度所得×％ 人数×円 一世帯×円

前年度所得が低いと自動的に軽減されます。

7 ・ 5 ・ 2 割軽減されます

○国民健康保険税の計算方法（ 前年度所得で算出されます）

医療分

➕

後期高齢者医療支援分

➕

介護保険分

▼
三つの科目を合計して保険税が算出されます。
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保険料（ 税） の2018年度 法定軽減世帯割合

法定軽減全体 7 割軽減 5 割軽減 2 割軽減

前年比 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合

仙台市
石巻市
塩竃市
気仙沼市 微減 58.85% 3,582 30.56% 1,949 16.63% 1,367 11.66%
白石市 − 63％ 1,691 33％ 932 18% 627 12%
名取市
角田市 − 60% 1,350 30% 789 18% 558 12%
多賀城市
岩沼市
登米市 前年同 53% 3,050 27% 1,697 15% 1,284 11%
栗原市
東松島市
大崎市 微増 56% 5,019 28.5% 2,758 15.7% 2,083 11.8%
蔵王町 増 63.22% 585 33.56% 297 17.04% 220 12.62%
七ヶ宿町
大河原町 － 786 17.4% 398 8.8% 321 7.1%
村田町 増 63.07% 492 31.99% 281 18.27% 197 12.81%
柴田町 増 63.3% 1,514 28.5% 1,040 19.6% 804 15.2%
川崎町 増 57.7% 449 32.5% 202 14.6% 145 10.5%
丸森町
亘理町
山元町 − 56.4% 542 25.1% 388 18.0% 287 13.3%
松島町
七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町 前年同 54% 284 25% 175 16% 148 13%
富谷市
大衡村
色麻町 増 49.45 185 20.42% 137 15.12% 126 13.91%
加美町 増 52.9% 1,062 27.9% 559 14.7% 392 10.3%
涌谷町 減 59% 786 29% 490 18% 340 12%
美里町 微減 53.98% 849 24% 595 17% 440 13%
女川町
南三陸町 減 50% 655 27% 310 13% 249 10%
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2 01 8年度 国保世帯数及び被保険者数
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資料／宮城県発行「 国民健康保険・ 後期高齢者医療の概要」（ 平成3 0 年度） より
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2 01 8年度国保基金残高

（ 単位： 円）

2018年度基金残高 世帯当たり の 一人当たり の

対保険料比 基金残高 基金残高

仙台市 2,325,158,021 12.97% 17,657 11,743
石巻市 2,198,744,592 70.53% 106,230 66,118
塩竃市 1,504,732,675 152.39% 201,626 129,007
気仙沼市 1,031,337,318 76.10% 102,969 65,258
白石市 419,746,130 69.99% 84,695 54,224
名取市 1,481,824,054 97.47% 179,986 110,042
角田市 428,799,477 79.20% 99,351 61,371
多賀城市 1,083,281,601 100.01% 146,469 92,517
岩沼市 1,041,868,962 136.12% 196,913 123,386
登米市 1,442,262,166 75.70% 126,614 73,182
栗原市 1,035,116,351 77.09% 103,501 61,654
東松島市 541,769,019 71.65% 100,682 60,560
大崎市 2,555,587,920 104.37% 145,023 86,836
蔵王町 516,254,991 190.93% 296,188 174,883
七ヶ宿町 38,641,482 160.20% 179,728 114,663
大河原町 518,811,000 131.42% 175,689 111,094
村田町 305,484,144 149.96% 198,624 118,039
柴田町 546,887,927 81.61% 107,107 66,297
川崎町 27,700,000 12.94% 20,503 12,472
丸森町 229,251,718 80.80% 113,716 66,277
亘理町 927,034,000 123.28% 199,620 119,018
山元町 340,206,224 148.77% 169,425 103,975
松島町 373,510,288 133.73% 185,457 117,382
七ヶ浜町 304,350,000 80.06% 130,678 74,871
利府町 180,787,808 30.00% 48,184 28,738
大和町 241,271,000 51.43% 80,855 50,098
大郷町 309,564,174 209.28% 282,965 168,059
富谷市 1,409,962,764 197.40% 283,638 169,365
大衡村 121,479,000 125.95% 187,757 108,852
色麻町 196,400,000 115.45% 216,777 120,343
加美町 535,806,921 88.79% 162,317 95,119
涌谷町 460,289,508 119.29% 182,149 105,354
美里町 946,153,759 169.34% 273,376 164,177
女川町 114,045,838 62.36% 104,822 62,218
南三陸町 429,240,279 86.66% 203,431 107,256

県内3 5自治体基金総額（ 2 0 1 8年度） 世帯当たり 平均 一人当たり 平均

2 6 ,1 6 3 ,3 6 1 ,1 1 1 1 5 4 ,7 0 6 9 2 ,9 8 4
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2 01 8年度 国保における短期証・ 資格書発行状況
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基金を使っての独自減免を！

仙台市では
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こどもの国保均等割をなく すために

33



- 36 -

2020．12．03 河北新報
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コロナ禍での国保傷病手当及び減免要項〈 宮城県HPより 〉

1 新型コロナウイルス感染症に感染し た被用者に対する傷病手当金の支給について

以下に該当する方には， 傷病手当金が支給されます。（ 市町村が条例で定めた場合及び国民健康保険組

合が規約で定めた場合に限り ます。）

（ 1 ） 対象と なる方

被用者のう ち， 新型コロナウイルス感染症に感染し た者， 又は発熱等の症状があり ， 感染が疑われ

る者

（ 2 ） 支給要件

労務に服するこ と ができなく なった日から起算し て3日を経過し た日から労務に服すること ができ

ない期間のう ち就労を予定し ていた日

（ 3 ） 支給額

直近の継続した3か月間の給与収入の合計額を就労日数で除した金額×2／3×日数

（ 4 ） 期間

令和2年1月1日から9月30日までの間で療養のため労務に服することができない期間（ ただし ， 入院

が継続する場合等は最長1年6か月まで）

2 新型コロナウイルス感染症の影響により 収入が減少した被保険者等に係る国民健康

保険料（ 税） の減免について

以下に該当する方は， 国民健康保険料（ 税） が減免される場合があり ます。

（ 1 ） 新型コロナウイルス感染症により ， 主たる生計維持者が死亡し 又は重篤な傷病を負った世帯

【 減免額】 全部

（ 2 ） 新型コロナウイルス感染症の影響により ， 主たる生計維持者の事業収入等の減少が見込まれ，

次の1 から 3 までの全てに該当する世帯

1． 世帯の主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少額が前年の当該事業収入等の額の3/1

0以上

2． 世帯の主たる生計維持者の前年の合計所得金額が1,000万円以下

3． 世帯の主たる生計維持者の減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外の前年の所得

の合計額が400万円以下

【 減免額の算定】

保険料（ 税） 減免額＝（ Ｉ ） 対象保険料（ 税） 額×（ II ） 減額又は免除の割合

（ Ｉ ） 対象保険料（ 税） 額＝Ａ ×Ｂ／Ｃ

Ａ ： 当該世帯の被保険者全員について算定した保険料（ 税） 額

Ｂ ： 世帯の主たる生計維持者の減少すること が見込まれる事業収入等に係る前年の所得額（ 減

少すること が見込まれる事業収入等が2以上ある場合はその合計額）

Ｃ ： 被保険者の属する世帯の主たる生計維持者及び当該世帯に属する全ての被保険者につき算

定した前年の合計所得金額
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（ II ） 減額又は免除の割合

300万円以下であると き 全部

400万円以下であると き 10分の8

前年の合計所得金額 550万円以下であると き 10分の6

750万円以下であると き 10分の4

1000万円以下であると き 10分の2

※世帯の主たる生計維持者の事業等の廃止や失業の場合には前年の合計所得金額にかかわらず対象保

険料（税）額の全部を免除する。

□減免する保険料（ 税）

令和元年度分及び令和2年度分の保険料（ 税） であって， 令和2年2月1日から令和3年3月31日までの

間に普通徴収の納期限（ 特別徴収の場合は特別徴収対象年金給付の支払日。） が設定されているもの。

3 新型コロナウイルスの影響により 納税が困難な方への徴収猶予の特例について

新型コロナウイルスの影響により 事業等に係る収入に相当の減少があった方は， 1年間， 地方税の

徴収の猶予を受けることができるよう になり ます。

担保の提供は不要で， 延滞金もかかり ません。

（ 1 ） 対象と なる方

以下の2つのいずれも満たす納税者， 特別徴収義務者が対象と なり ます。

新型コロナウイルスの影響により ， 令和2年2月以降の任意の期間（ 1か月以上） において， 事業等に

係る収入が前年同期に比べて概ね20％以上減少していること 。

一時に納付し ， 又は納入を行う こと が困難であること 。

（ 2 ） 対象と なる地方税

令和2年2月1日から令和3年1月31日までに納期限が到来する国民健康保険税を含むほぼすべての地

方税が対象と なり ， 既に納期限を過ぎている未納の地方税についても， 遡ってこの特例を利用するこ

と ができます。

（ 3 ） 申請手続等

関係法令の施行から2か月後， 又は， 納期限のいずれか遅い日までに申請が必要です。

申請書のほか， 収入や現預金の状況が分かる資料を提出し ていただきますが， 提出が難し い場合は

口頭により おう かがいします。

本制度に該当し ない場合にも， 既存の徴収猶予の制度に該当する場合があり ます。
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コロナ禍／国民健康保険 傷病手当及び減免申請件数及び決定件数
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コロナ禍／国民健康保険〈 減免要件〉
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介護保険料滞納、 困窮する高齢者 資産差し押さえ、 年2万人
朝日新聞 2020年11月30日

毎月の介護保険料の支払いが滞り 、 年金などの資産を差し押さえられる高齢者が年間2万人近く もい

る。 し かも 、 その数は今後、 さ らに増える可能性が高いと いう 。 そんな苦し い状況に、 高齢者がなぜ

追い込まれているのだろう か。

年金 11万円のはずが4万円／72歳「 生きていけない」
群馬県に住む無職男性（ 72） の自宅に2年前、 市役所から通知書が届いた。 資産を差し 押さえる可能

43



- 46 -

性がある、 と書かれていた。

男性は月約5千円の介護保険料の支払いを1年近く 滞納していた。「 実際に差し押さ えをする段階にな

れば、 事前に役所から連絡があるだろう 」。 そう 考え、 放置し てしまった。

翌月、 銀行で通帳記帳をし て驚いた。 2ヵ 月分の厚生年金11万円が入金されているはずが、 口座には

4万円しかなかった。 年金が差し押さ えられていた。

あわてて市役所に電話し た。「 生活費は年金だけ。 生きていけないので半分でも返し てほし い」。 だ

が、 担当者は取り 合ってく れなかったと いう 。 仕方なく 生命保険を解約し 、 当面の生活費をまかなっ

た。

40歳になると 介護保険料を毎月、 自治体に納めなければならない。 大半の人は給料や年金から保険

料が天引きさ れるが、 年金額が年18万円未満と 少ない人や、 男性のよう に事情がある人は自治体に直

接納める。 差し 押さ えを受けるのは、 男性のよう にこれまで直接納付し ていた人で、 支払いが滞った

ケースだ。

男性は建築会社などに勤めた後、 60歳で定年。 その後、 父親の年金に頼り つつ、 パート の仕事で生

活費を稼いできた。 介護保険料は、 自分の厚生年金から天引きされた。 だが3年前、 母親の他界を機に

男性の暮らし は暗転する。 葬式費用を工面するため、 40万円を借り た。 年金受給権を担保に融資する

制度を厚生労働省所管の独立行政法人が運営し ていて、 その仕組みに頼った。 この制度を使う と 介護

保険料は天引きさ れなく なり 、 以降は直接納付書で支払う こと になった。

同じ 頃、 自宅で介護し ていた父親が介護施設に入所。 父親の年金の多く は介護費用に消え、 生活は

厳し く なった。 車のローン、 生活費や国民健康保険料の支払いなどに借金返済が上乗せさ れ、 節約し

ても月2万円足ない。「 余裕がなく 、 介護保険料は後回しになってし まった」 と男性。

父親は昨年亡く なった。 差し押さ え後も生活は苦し く 、 保険料は払えていない。 9月の家計簿をみて

も食費は月4万円弱、 娯楽は1回200円の市民プールに2回行っただけだ。 手元には8万円ほどしかない。

高齢で、 望んだ仕事になかなか就けない。 今年2月に病院の夜間警備を始めたが、 夜勤は体にこたえ

た。 7月から、 病院が新型コロナウイルスの感染者向けの病床を増やすことが決まり 、 感染を恐れて仕

事をやめた。 現在はハローワークなどで職を探す日々だ。

男性は「 将来の不安より も、 目の前の生活が苦し いのが現実。 保険料が高く なれば、 ますます払え

なく なる」 と話す。

0 0年度平均2 ,9 0 0円 1 8年度は5 ,8 0 0円／保険料倍増 強まる負担
介護保険に加入し ている65歳以上の人は、 2018年度末で3525万人。 このう ち滞納して資産の差し 押

さ えを受けた人は、 18年度は過去最多の1万9221人。 差し押さえには至らないが、 介護サービス利用時

の自己負担額が増すなどのペナルティ ーを受けた人も 18年度は1万4321人いた。

要因の一つには保険料の上昇がある。 65歳以上の保険料は3年に1度見直さ れるが、 00年度に全国平

均で月2911円だったのが18年度からは月5869円に倍増。 団塊の世代がすべて75歳以上になる25年度に

は月7200円程度になると見込まれている。

保険料の上昇は、 高齢者が増えて介護サービスにかかる費用（ 介護給付費） がふく らんでいるから

だ。 長期的にも保険料の上昇は避けられない。

一方で若いころから生活が苦し く 、 年金保険料をほと んど納めていない高齢者は少なく ない。 受け

取る年金が国民年金のみで、 月2万円未満の低年金者は18年度末現在で約16万人いる。 無年金者の統計

はないが、 一定数いると される。

生活困窮者を支援する群馬県の司法書士・ 仲道宗弘さ んによると 、 コロナ禍で仕事を失い、 保険料

を払えなく なった高齢者の相談が増えていると いう 。「 生活保護を受給していない低年金者は家賃を払

う と 生活はぎり ぎり 。 今後、 保険料を払えない高齢者は確実に増える」 と話す。

納付期限から2年以上、 滞納した人は、 サービス利用時の自己負担が1割から3割に上がる。 ペナルテ
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ィ ーによって、 滞納し た高齢者がサービスを受けにく い環境に追い込まれている、 と の指摘もある。

厚労省幹部は「 増税時は対所得者の保険料負担を軽減するなど対策はし てきた。 40歳未満に保険料

負担をお願いすること も有力な考えだが、 線引きなどを含め簡単なこと ではない」 と 話す。

2019年度 宮城県内市町村 介護保険に関わる調査結果（ 社保協調べ）

第7期介護保険料 第一号被保険者数 ペナルティ 一年以上保険料
【年基準額】（円） 総数（人） 普通徴収者数（人） 件数（件） 未納者数（人）

仙台市 70,700 257,147 22,990 129 986
石巻市 70,800 46,691 4,436 0 764
塩竃市 68,544 18,771 2,097 25 496
気仙沼市 58,800 23,662 1,586 21 306
白石市 64,800 11,721 875 0 155
名取市 65,160 18,662 2,098 6 254
角田市 67,200 9,998 368 0 111
多賀城市 69,600 15,046 1,110 9 133
岩沼市 71,900 11,376 699 0 112
登米市 81,600 26,913 2,125 0 116
栗原市 71,520 26,230 1,645 6 272
東松島市 60,000 11,878 1,300 0 169
大崎市 70,300 38,439 3,379 0 604
蔵王町 48,600 4,247 426 0 31
七ヶ宿町 59,400 − － － －

大河原町 46,800 6,436 614 0 109
村田町 70,200 3,743 216 72 33
柴田町 64,800 11,194 1,119 2 168
川崎町 76,560 3,160 116 0 56
丸森町 67,680 − － － －

亘理町 70,200 10,592 975 0 99
山元町 66,000 4,872 432 0 89
松島町 67,200 5,332 408 2 100
七ヶ浜町 67,200 5,559 554 0 78
利府町 64,800 8,210 700 0 29
大和町 78,240 6,270 567 0 53
大郷町 74,400 2,811 184 0 28
富谷市 69,000 10,494 825 0 83
大衡村 78,000 1,644 128 0 29
色麻町 67,200 2,227 196 0 17
加美町 75,600 8,446 515 1 42
涌谷町 72,000 5,757 422 0 93
美里町 70,800 8,417 533 4 105
女川町 64,800 2,482 159 0 10
南三陸町 72,000 4,581 423 0 2

計 633,008 5 4 ,2 2 0 2 7 7 5 ,7 3 2

（全体比：8.57%）
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